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人材確保等促進税制や所得拡大税制といった賃上げに関する税制に改正

があったということなのですが、内容を教えてください。

今回の改正により、人材確保等促進税制、所得拡大税制ともに2年間の
延長が行われた上で、適用要件等が細かく改正されています。
詳しくは以下の概要をご覧ください。

●改正概要●

人材確保等促進税制への改組（旧：賃上げ・投資促進税制）
ウィズコロナを見据えた企業の経営改革の実現や、第二の就職氷河期を生み出さないようにする観点

から、新卒・中途採用による外部人材の獲得や人材育成への投資を促進する制度として改正された
うえで、2年間の延長が行われます。

＜改正箇所＞
①賃上げに関する要件について、判定に用いる給与等が「継続雇用者」への給与等から「新規雇用
者」への給与等へ変更されるとともに、判定に用いる給与等の増加割合が「対前年3%以上」から
「対前年2%以上」へと変更されています。

②税額控除の対象となる金額が
「国内雇用者に対する給与等の支給増加額」から「国内新規雇用者に対する給与等の支給額」
とされています。

③国内設備投資に関する要件が撤廃される。

④適用要件の判定時において、新規雇用者給与等支給額から雇用調整助成金等を控除しない。

出典：財務省
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従来の税制では元々勤務していた従業員の賃上げが主な要件でしたが、改正
後の要件は新規雇用者に焦点を当てたものとなっており、中小企業が新規雇用
を増やすことへのハードルが下がったと言えます。

●改正概要2●

所得拡大促進税制の見直し
中小企業全体として雇用を守りつつ、賃上げだけでなく雇用を増加させる企業を下支えするという観点

から適用要件が改正されたうえで、2年間の延長が行われます。

出典：財務省

＜改正箇所＞
①賃上げに関する要件（対前年1.5%増）について、給与等の支給額の増加割合の判定が

「継続雇用者に対する給与等の支給額」から「国内の雇用者に対する給与等の支給額」へと変更
されています。

②税額控除の上乗せ措置の摘要可否の判定に用いる給与等の支給額（対前年2.5%増）に
ついても、「継続雇用者に対する給与等の支給額」から「国内の雇用者に対する給与等の支給額」
へと変更されています。

③適用要件の判定時において、雇用者給与等支給額からは雇用調整助成金を控除されません。


